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研究要旨 

本年度は昨年度から継続している岩手、宮城、福島県下の精神科医療機関を対象に各医療機関の事前の災害

への備えと災害が精神科医療機関の施設、医薬品、物資、職員、精神疾患罹患者の診療体制に及ぼした影響

等を分析し、精神科医療機関の今後の災害への備えに有用な情報を抽出することを目的に宮城県 22 病院、岩

手県 5、福島県 11病院（昨年度より 6病院増）からの回答の集計・分析を進めた。本年度の調査結果から、

特に福島県に関しては原子力発電所事故の影響を関係機関への聴取を進めることにより精査することの重要

性が認められた。日本精神科病院協会担当者とも協議の上、次年度、再度、回答を得ていない医療機関を対

象とする調査の実施を行うこと、また、原発事故により事業を取りやめた事業者からも聞き取りを行い、精

神科医療機関の防災・減災・災害対応の体制づくりに有用な情報の共有を図る方針を確定した。また、発災

以降、被災地域で様々な団体により、多様なメンタルヘルス支援活動が行われていることから、その実態を

把握するため、前年度までに、宮城県、岩手県、福島県の精神保健を所管する公的組織 164、教育機関 314、

NPO 法人 2786 を対象に支援活動内容と成果、課題を把握する調査を行い、公的組織 16、教育機関 44、NPO

法人 160 の合計 220 団体から回答を得ているが、本年度は集計・解析を行い、そのまとめのデータをホーム

ページ上に公開した。 

 

 

 

Ａ．研究目的 

本研究は東日本大震災の教訓を踏まえて、今後予想

される災害に対応することのできる強い精神医療保

健体制を構築するため、被災県の精神科病院協会、

保健所、自治体などと協力して、東日本大震災にお

ける精神科医療保健に関わる機関の被害と対応の実

態や、災害の復興・防災に関する有益な情報を抽出

し、得られた教訓を今後の精神科医療に関わる医療

機関の防災・減災に活かすことを目指すものである。

本年度は昨年度までに集積した情報の分析を行い、

集計分析結果のうち可能なものはホームページ上で

の公開を行い、また、今後の実装化に向けた方針の

検討を行うことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

精神科医療機関調査：本年度は昨年度行った調査の

分析であり、方法は昨年度のものに基づく。 

調査対象：宮城県、岩手県、福島県に位置する日本

精神科病院協会所属の医療機関（宮城県 24病院、岩

手県 15病院、福島県 26 病院）、および、宮城県立精

神医療センター 

調査方法： 郵送または訪問面接調査 

調査項目：被害について（施設の被害状況、施設の

復旧状況、診療への影響）、地震保険について（加入

状況、加入に対する考え、未加入である理由）、避難

訓練（想定した災害内容・時間帯・出火元・階層、

訓練内容、防災訓練の内容に含まれておらず実際の
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震災で想定外であったこと、防災訓練の内容に含ま

れていたが、実際の震災で実行出来なかったこと、

震災の体験を通して、防災訓練に取り入れた方が良

いと思ったこと）、避難について（震災当日に避難を

した場合の、患者の状況別の避難・誘導方法や注意

事項、今後起こり得る災害を想定した避難方法や避

難誘導方法のアドバイス）、防災マニュアルについて

（策定年月日・改訂年月日、防災マニュアルの中で

震災で実際に役に立った内容、震災の体験を通して、

防災マニュアルに新たに取り入れた方が良いと思っ

たことや、改良すべき点であると思ったこと、緊急

時の職員の非常招集についてのマニュアル設定状況、

災害・緊急時の職員の非常招集の設定内容、災害・

緊急時の職員の非常招集について震災後に変更した

点・新たに設定したこと）、震災直後の被災状況の発

信について（被害状況を発信した日、発信先、発信

方法）、震災直後の外部からの支援状況について（支

援があった日、支援元、支援の内容）、不足していた

支援について（いつ頃まで不足していたか、不足し

ていた支援内容）、緊急時に備えた他医療機関との連

携・契約状況について（契約状況、契約先、契約内

容、契約及び調整内容、連携すべき点等）、緊急時に

備えた業者との契約状況について（契約状況、契約

内容、契約時期、連携・契約すべてき点等）、職員に

ついて（職種別職員数への影響、減少理由、必要で

あった制度・支援・準備等、安否確認完了日、連絡

に時間を要した理由、連絡方法の改善点、職員の通

勤被害への対応、子ども保育への対応、生活支援、

健康支援のあり方）、病院への避難者について（受け

入れ有無、食事提供、病院への影響）、隔離・拘束に

ついて（問題になったこと、誘導方法）、患者の転院

受け入れ・送出しについて（有無、問題点、備えて

おくべきこと、必要なシステム）、転院超過入院につ

いて（有無、工夫した点・病院にもたらした影響）、

診療緑について（震災時に使用していた診療録、診

療への支障、電子カルテの導入状況・導入の問題点）、

ライフラインについて（被害有無、復旧時期、震災

後変更した点、給水方法、停電時でも使用可能な井

戸設備の有無、自家発電機燃料種類、備蓄燃料の種

類、持ち運び可能なポータブル発電機の所有、異な

る複数種類のエネルギー利用）、医薬品について（外

来診療の医薬品処方方法、医薬分業システムの改善

点、医薬品備蓄計画の有無、医薬品リストの策定状

況、医薬品の備蓄量、災害時に不足していた薬剤、

保険診療以外で提供した薬剤の有無、薬剤支援供給

の望ましい制度）、備蓄量について（自家発電、生活

用水・飲用水、患者用・職員用・職員家族用の食糧、

実際に備蓄しておいた方がよかった備蓄量とその根

拠）、通信について（災害時用通信回線設置、衛星電

話や衛星携帯の保有、衛星回線のインターネット使

用可否、院内電話交換機の非常用電源回路接続可否、

通信機器の充電状態を含めた管理の実施、非常時も

使用できるトランシーバーか PHS、EMS の参加状況、

EMS の緊急時の入力者の設定、困ったこと）、その他

（震災後に地域被災者に対して行ったこと、震災前

からやっておけばよかったこと、震災時にやってお

けばよかったこと、震災後災害に備えて心掛けてお

いた方がよかったこと、など） 

支援団体調査：発災以降、被災地域で様々な団体に

より、多様なメンタルヘルス支援活動が行われてい

ることから、その実態を把握するため、宮城県、岩

手県、福島県の精神保健を所管する公的組織 164、

教育機関 314、NPO 法人 2786 を対象に支援活動内容

と成果、課題を把握する調査を行い、これまでのと

ころ、公的組織 16、教育機関 44、NPO 法人 160 の合

計 220 団体から回答を得ている。そのうち、101 団

体がメンタルヘルス支援を行っていると回答してい

る。研修会等の開催を行っている団体が 56、研究・

情報収集 50団体、健康法の指導 43団体、コーディ

ネート業務 38 団体、移送・送迎 28団体、電話相談

21 団体、家庭訪問 17 団体などの多様な活動を行っ

ており、被災者への関わり方、専門的知識・技術の

不足、専門機関との連携、資金や人材不足、セルフ

ケアなどの課題を抱えていることが伺われた。 

 

（倫理面への配慮）医療機関の被害状況と災害対応

のあり方、および、被災地域のメンタルヘルス支援

活動について、各施設に関する情報のみの収集を行

い、個人を特定する情報を一切取り扱わなかった。

東北大学災害科学国際研究所倫理委員会で承認され

たプロトコルに基づき研究を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

精神科医療機関調査：これまでに得られている情報

は宮城県 22病院、岩手県 5病院、福島県 11 病院に

基づくもので、県ごとの回収率はそれぞれ 88％、
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33％、43％であった。本年度の調査結果から、特に

福島県に関しては原子力発電所事故の影響を関係機

関への聴取を進めることにより精査することの重要

性が認められた。日本精神科病院協会担当者とも協

議の上、次年度、再度、回答を得ていない医療機関

を対象とする調査の実施を行うこと、また、原発事

故により事業を取りやめた事業者からも聞き取りを

行い、精神科医療機関の防災・減災・災害対応の体

制づくりに有用な情報の共有を図る方針を確定した。 

支援団体調査：公的組織 16、教育機関 44、NPO 法

人 160 の合計 220 団体から得られた回答の集計・解

析を行い、そのまとめのデータをホームページ上に

公開した。 

 

Ｄ．考察 

精神科医療機関調査に関しては、次年度の結果を含

めてとりまとめることで、精神科医療機関の災害へ

の防災や大規模災害被災後の事業継続を検討する上

で有益な情報を抽出し、実装化が可能と期待される。

また、支援団体調査に関しては、今後、今回のデー

タを核に更なる情報の集積が進むことが期待される。 

 

Ｅ．結論 

これまでの調査から精神科医療機関の今後の防災・

減災・災害対応に向けて有益な情報が多く得られた。

今後、更に情報の集積、抽出を進め、全国の精神科

医療機関の防災・減災・災害対応の体制づくりに有

用な情報の共有を図る予定である。また、被災地域

のメンタルヘルス支援活動の実態把握を進め、今後

の大災害に向けて、有効な支援体制のネットワーク

の形成を行うことは有用であると考えられる 
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